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秋田銀行１９年度損益の概要（単体）１９年度損益の概要（単体）

役務取引等利益の減少分を資金利益の増加でカバーしたものの、クレジットカード本体発行などの戦略的投資により物件
費が増加したことから、コア業務純益は１８年度比６億円減少し１０２億円となった。

株式市場下落により減損処理３０億円を実施したことから経常利益および当期純利益とも減少、当期純利益は１８年度比
１４億円減少し３５億円となった。

（億円）

１８年度 １９年度

増減額

業務粗利益 ３４１ ３６１ ２０

うち資金利益 ３２４ ３２７ ３

うち役務取引等利益 ４１ ３８ ▲３

うち国債等債券売却損益 ▲２１ １４ ３５

うち国債等債券償却（▲） ０ １６ １６

経費 ２５４ ２６１ ７

うち人件費 １２７ １２６ ▲１

うち物件費 １１４ １２２ ８

一般貸倒引当金繰入額（▲） ▲１６ ２ １８

業務純益 １０４ ９９ ▲５

コア業務純益 １０９ １０２ ▲７

臨時損益 ▲９ ▲２２ ▲１３

うち不良債権処理額 ３２ ２４ ▲８

うち株式等償却 ２ １４ １２

経常利益 ９５ ７６ ▲１７

特別損益 ▲４ ▲７ ▲３

うち新規引当金繰入額（※） － ３ ３

当期純利益 ４９ ３５ ▲１４

※役員退職慰労引当金および睡眠預金払戻引当金繰入額

●資金利益の増減内訳（億円）

平残 利回 計

貸出金 ＋１ ＋２４ ＋２５

有価証券 ＋１ ＋３ ＋４

余資等 ０ ＋５ ＋５

預金（▲） ０ ＋３１ ＋３１

●簿価に対して３０％以上時価が下落した
有価証券に関しては全て減損を行うとの
厳格なルールにもとづき、計３０億円の
　減損処理を実施

●不良債権比率削減をはかるための債権
売却にともない６億円の２次ロスが発生
●個別貸倒引当金繰入額は１５億円（前期
比▲１２億円）と大幅に減少
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秋田銀行
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18年度実績

１０８．８億円

19年度実績

１０２．３億円

貸出金利息増加

２５．６億円

預金利息増加

▲３２．０億円

有価証券利息増加

４．４億円

その他資金利益増加

５．１億円

役務取引等利益減少

▲３．１億円

その他業務利益増加

０．６億円

人件費減少

０．４億円

物件費・税金増加
▲７．５億円

コア業務純益増減要因（単体）コア業務純益増減要因（単体）

資金利益総体では３．１億円増加、役務取引等利益は預り資産関連手数料減少を主因に
３．１億円減少、税制改正およびＡＴＭ一括更新等により物件費は７．５億円増加
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法人 個人 地公体ほか

預金は個人預金の増加（＋２．９%）を主因に、１８年度比７４億円増加
貸出金は事業先、地公体向けの増加により１８９億円増加し、１兆３千億円台へ

秋田銀行

預金は個人預金の増加（＋２．９%）を主因に７１億円増加、個人預金は１兆４千億円台へ

貸出金は事業先、地公体向けの増加により１８８億円増加し、１兆３千億円台へ

１２,３４７ １２,９０６ １３,０９４
（＋１８８）

貸出金末残※譲渡性預金含む
（億円）

１９,８０７ ２０,３６５ ２０,４３６

預金末残

（＋７１）

（億円）

０ ０

（▲１４１）

（＋４０１）

（▲１８９）

（＋１１３）

（▲３８）

（＋１１２）

預貸金の推移預貸金の推移

市場性貸出９０
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0.24
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１５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度

貸出金利回り 有価証券利回り 預金利回り 総資金利鞘

秋田銀行

預金は個人預金の増加（＋２．９%）を主因に、１８年度比７４億円増加
貸出金は事業先、地公体向けの増加により１８９億円増加し、１兆３千億円台へ

貸出金利回りは２０ｂｐ上昇と預金利回りの１６ｂｐ上昇を上回り、資金利益の増加要因に

総資金利鞘は経費増加にともない１８年度比０．０３ｂｐ減少

利回りの推移利回りの推移

（％） ＜国内業務部門＞

（＋０．２０）

（＋０．０８）

（▲０．０３）

（＋０．１６）

東北地銀では
Ｎｏ１の上昇幅

（１０行平均は

＋０．１６）

物件費増加が
なければ
１８年度と同水
準
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秋田銀行有価証券残高の推移有価証券残高の推移

●有価証券評価損益の推移

●有価証券含み益が０になる水準
　日経平均　　　　　･･･９，０９３円
　（５月３０日現在　１４，３３８円）
　ＴＯＰＩＸ　　　　･･･　　９１１Ｐ
　（５月３０日現在　１，４０８Ｐ）
　１０年国債指標金利･･･２．７９％
　（５月３０日現在　１．７５％）
　⇒　現在の相場水準から見て十分余力ある含み益
　　を維持、今後とも自己資本比率を低下させる
　　要因となる懸念は僅少

●アウトライヤー比率
　（金利ショック幅：９９パーセンタイル基準）
　１４．８４％（１９年３月末対比　＋３．２０％）

（億円）
７，８８３ ６，９３９ ７，１９９

（＋２６０）

０

（＋４７）

（＋８２）

（＋１０）

（▲７）

（＋１２８）

預金は個人預金の増加（＋２．９%）を主因に、１８年度比７４億円増加
貸出金は事業先、地公体向けの増加により１８９億円増加し、１兆３千億円台へ

投信および国債の残高積増しを主因に、総体では２６０億円残高増

減損処理を３０億円実施するも、全体では２２５億円の含み益を維持

有価証券評価損益 （億円）

１９年３月末 ２０年３月末 増　減

合　計 ４７５ ２２５ ▲２５０

　（うち株式） ４６０ ２４８ ▲２１２

　（うち債券） ▲３４ １７ ５１

　（うちその他） ４９ ▲４０ ▲８９
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公共債 投資信託 生命保険

秋田銀行預り資産残高の推移預り資産残高の推移

預金は個人預金の増加（＋２．９%）を主因に、１８年度比７４億円増加
貸出金は事業先、地公体向けの増加により１８９億円増加し、１兆３千億円台へ

金商法施行および相場低迷による販売額減少ならびに基準価格下落により投信残高は
若干減少、一方保険残高は堅調に推移し全体では増加基調を維持

（億円） ●半期ごとの預り資産販売額推移
（億円）

０

（▲３６）

（▲３）

（＋８８）

１，４４５ １，８２８ １，８７６

（＋４８）
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175 174

7477

52 55
49

206

227 229

123

0

50
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18年度

上期

18年度

下期

19年度

上期

19年度

下期

投資信託 生命保険 合計

急激に減少
挽回が必要

伸び率は低下するも増加を維持
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●預り資産およびクレジット関連業務の収益

預金は個人預金の増加（＋２．９%）を主因に、１８年度比７４億円増加
貸出金は事業先、地公体向けの増加により１８９億円増加し、１兆３千億円台へ

秋田銀行役務取引等利益役務取引等利益

預り資産販売額減少による収益減少をクレジット関連手数料でカバーしたものの、
融資保険料戻入額減少等により費用が増加したことから総体では３億円の減少となった。

（百万円）
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6,144 6,096
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4,127

3,813

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000
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7,000
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役務取引等収益 役務取引等費用 役務取引等利益

1,427

1,352

75

1 ,000
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預り資産関連 クレジットカード

合算では±０
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秋田銀行

個人部門戦略として生体認証機能付クレジット一体型ＩＣキャッシュカードを発行、

ＡＴＭ１２８台の一括更新などにともない物件費は８億円増加、ＯＨＲは７０％台へ

経費の推移経費の推移
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コア業務粗利益 ＯＨＲ

＜コア業務粗利益とＯＨＲの推移＞

（億円） （％）

＜経費の内訳　推移＞

（＋８）

（▲１）
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秋田銀行主要経営指標の推移主要経営指標の推移

預金は個人預金の増加（＋２．９%）を主因に、１８年度比７４億円増加
貸出金は事業先、地公体向けの増加により１８９億円増加し、１兆３千億円台へ

自己株償却１２億円を実施したが、自己資本比率、ＴｉｅｒⅠ比率とも過去最高を更新

ＲＯＡ、ＲＯＥは物件費の増加および減損処理の影響によりやや低下

（％）
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＜自己資本比率の推移＞
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秋田銀行与信費用の推移与信費用の推移

預金は個人預金の増加（＋２．９%）を主因に、１８年度比７４億円増加
貸出金は事業先、地公体向けの増加により１８９億円増加し、１兆３千億円台へ

積極的な不良債権処理による２次ロス発生にともない微増するも、与信費用比率１９ｂｐ
（１８年度比＋７）と低水準で推移

●貸倒実績率・引当金

不良債権減少に合わせ
個別貸倒引当金が大きく減少

0 0 0

-45

-16

2

79

27
32

24

34

9
16

25

-10 -8

-60

-40

-20

0

20

40

60

80

100

16年度 17年度 18年度 19年度

貸倒引当金戻入額 一般貸倒引当金繰入額 不良債権処理費用 与信費用

（億円）

貸倒引当金取崩益を除いて
も、与信費用は３０億円前後
の水準に落ち着く

貸倒実績率の推移

20年3月期 増減

正常先 0.16% 0 .02p

その他の要注意先 1.55% 0 .08p

要管理先 12.76% ▲5.02p

破綻懸念先 50.75% ▲2.32p

貸倒引当金の推移

20年3月期 増減

正常先 14 2

その他の要注意先 14 ▲2

要管理先 13 1

破綻懸念先 73 ▲24

実質破綻先 101 ▲19

破綻先 30 ▲3

合計 245 ▲45

（億円）

10



不良債権比率４．８６％（金融再生法ベース）、１９年度比▲０．２８％と着実に低下

秋田銀行不良債権の状況不良債権の状況

不良債権比率４．８６％（金融再生法ベース）、１９年度比▲０．２８ｐと着実に低下

非分類 Ⅱ分類 Ⅲ分類 Ⅳ分類
破綻先債権
５２

１１８ ４２ － －

３か月以上延滞債権
－

貸出条件緩和債権
７４

合計
６４０

要管理先
以外の
要注意先
８９７

１１，６７７

合 計
１３，２４６

１２，４１６ ７６６ ６４ －
合　計 　１３，２４６

不良債権比率　４．８６％

（部分直接償却）
　　　　不良債権比率３．９１％

延滞債権
５１４

（部分直接償却）
　　　　　不良債権比率３．９３％

合 計 　６４０
不良債権比率　４．８８％

正常先
１１，６７７

破綻更生債権及び
これらに準じる債権

２１３

危険債権
３５７

要管理債権
７４

正常債権
１２，６０２

１１６ ６４

４１１ ５８７

－

小計
６４４

自己査定における債務者区分別（償却後）
（対象：総与信※）

破綻懸念先
３５７

要注意先
９９８

要管理先
１０１

３２

１７７

破綻先
５２

実質破綻先
１６０

20 －

金融再生法に基づく開示債権
（対象：総与信※）

リスク管理債権
（対象：貸出金）

５％を切る水準まで低下
健全化は着実に進展

11

（単位：億円）



秋田銀行

経　経　 営　営　 戦　戦　 略略



１７～１９年度　中期経営計画の総括１７～１９年度　中期経営計画の総括

12

　17～19年度中期経営計画目標の達成状況　　　1717～～1919年度中期経営計画目標の達成状況年度中期経営計画目標の達成状況　　

　重　点　方　針　　　重　点　方　針重　点　方　針　　

(金額：億円)

　　　　　 ≪ 今 後 の 課 題 ≫

○ 実収の拡大など収益構造の改革推進

○ さらなる不良債権の圧縮

○ お客様・地域からの支持拡大

○ 組織風土の変革

　　　　　　　　　　 ≪≪ 今今 後後 のの 課課 題題 ≫≫

○○ 実収の拡大など収益構造の改革推進実収の拡大など収益構造の改革推進

○○ さらなる不良債権の圧縮さらなる不良債権の圧縮

○○ お客様・地域からの支持拡大お客様・地域からの支持拡大

○○ 組織風土の変革組織風土の変革

秋田銀行

項 目 当初目標 19年度予想 実　　績 目標対比

営業店一般貸出金(末残) 10,154 10,281 10,280 126

コ ア 業 務 純 益 114 97 102 ▲ 12

当 期 純 利 益 51 50 35 ▲ 16

不良債権額(金融再生法ベース) 700 655以下 643 ▲ 57

項 目 当初目標 19年度予想 実　　績 目標対比

営業店一般貸出金(末残) 10,154 10,281 10,280 126

コ ア 業 務 純 益 114 97 102 ▲ 12

当 期 純 利 益 51 50 35 ▲ 16

不良債権額(金融再生法ベース) 700 655以下 643 ▲ 57

事業先向け貸出が好調に推移事業先向け貸出が好調に推移

税制改正や戦略的投資などによる
物件費の増加が影響

税制改正や戦略的投資などによる
物件費の増加が影響

株式償却や不良債権処理費用などの
掛かり増しで未達

株式償却や不良債権処理費用などの
掛かり増しで未達

収益・コスト構造の改革 
　コア業務純益が目標を下回っており、
収益構造は改革途上にある。

地 域 へ の 貢 献
　金融経済教育などのＣＳＲ活動に加え、
ソリューション営業の積極展開により、
地域から高い評価を受けた。

貸出資産の健全化
　不良債権残高の中期経営計画目標を
18年度に前倒しで達成するなど健全化は
着実に進んだ。

組 織 の 活 性 化

　若手行員の意見を汲み上げる委員会
の設置や公募制度の充実などを進めた
が、収益力の強化・お客様支持の拡大を
実現するうえでは行内の積極性・スピード
感をさらに高める必要がある。

収益・コスト構造の改革 
　コア業務純益が目標を下回っており、
収益構造は改革途上にある。

地 域 へ の 貢 献
　金融経済教育などのＣＳＲ活動に加え、
ソリューション営業の積極展開により、
地域から高い評価を受けた。

貸出資産の健全化
　不良債権残高の中期経営計画目標を
18年度に前倒しで達成するなど健全化は
着実に進んだ。

組 織 の 活 性 化

　若手行員の意見を汲み上げる委員会
の設置や公募制度の充実などを進めた
が、収益力の強化・お客様支持の拡大を
実現するうえでは行内の積極性・スピード
感をさらに高める必要がある。

≪ 取 組 み 姿 勢 ≫

　これまでの延長線上ではなく、 1ランク上の

水準へ進化するため、進取の気風とスピード感
を持って課題に挑戦する。

≪≪ 取取 組組 みみ 姿姿 勢勢 ≫≫

　　これまでの延長線上ではなく、これまでの延長線上ではなく、 11ランク上のランク上の

水準へ進化するため、進取の気風とスピード感水準へ進化するため、進取の気風とスピード感
を持って課題に挑戦する。を持って課題に挑戦する。

18年度に１年前倒しで目標達成18年度に１年前倒しで目標達成



３ｒｄ　Ｓｔａｇｅ　　Ｏｖｅｒ　ｔａｋｅ３ｒｄ　Ｓｔａｇｅ　　Ｏｖｅｒ　ｔａｋｅ

２ｎｄ　Ｓｔａｇｅ　　Ｃａｔｃｈ　ｕｐ２ｎｄ　Ｓｔａｇｅ　　Ｃａｔｃｈ　ｕｐ

22年5月　次期システム
移行

２０～２１年度　中期経営計画の概要２０～２１年度　中期経営計画の概要
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○ゆうちょ銀行の業務拡大
○イオン銀行の新規参入
○地域金融機関の経営統合

○ゆうちょ銀行の業務拡大
○イオン銀行の新規参入
○地域金融機関の経営統合

業　界　環　境業　界　環　境業　界　環　境

○秋田県の人口減少
○地域間の経済格差拡大

○秋田県の人口減少
○地域間の経済格差拡大

経済・社会情勢経済・社会情勢経済・社会情勢

○規制緩和
　・ 保険窓販全面解禁
○法規制の強化
　・ 金融商品取引法
　・ 顧客保護管理態勢の強化

○規制緩和
　・ 保険窓販全面解禁
○法規制の強化
　・ 金融商品取引法
　・ 顧客保護管理態勢の強化

金　融　制　度金　融　制　度金　融　制　度

◎預り資産販売体制の見直し・強化
◎ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ意識の高揚と定着

◎預り資産販売体制の見直し・強化
◎ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ意識の高揚と定着

◎他行以上の利便性提供
◎幅広い層からの支持拡大

◎他行以上の利便性提供
◎幅広い層からの支持拡大

◎秋田県内での預貸金シェアアップ
◎県外(貸出)・市場での運用強化

◎秋田県内での預貸金シェアアップ
◎県外(貸出)・市場での運用強化

あきぎんＥｖｏｌｕｔｉｏｎ＜１ｓｔ　Ｓｔａｇｅ＞
～新たな飛躍に向けてブレイクスルー～

あきぎんＥｖｏｌｕｔｉｏｎあきぎんＥｖｏｌｕｔｉｏｎ＜１ｓｔ　Ｓｔａｇｅ＜１ｓｔ　Ｓｔａｇｅ＞＞
～～新たな飛躍に向けてブレイクスルー～新たな飛躍に向けてブレイクスルー～

中期的に中期的に
目標とする姿目標とする姿

２年間（２０年４月～２２年３月）２年間２年間（２０年４月～２２年３月）（２０年４月～２２年３月）

21年5月　創業130周年

重　点　方　針重　点　方　針重　点　方　針

収益構造の改革収益構造の改革収益構造の改革 組織風土の変革組織風土の変革組織風土の変革お客様支持の向上お客様支持のお客様支持の向上向上

　コア業務粗利益の

拡大、次期システム

移行後を睨んだコス

ト構造の改革、不良

債権の圧縮を通して

収益構造の改革を

目指す。

　コア業務粗利益の

拡大、次期システム

移行後を睨んだコス

ト構造の改革、不良

債権の圧縮を通して

収益構造の改革を

目指す。

　取引先企業の支援･

ＣＳ活動等を通じた

お客様との強いきず

なの醸成、地域発展

に向けた活動の実施

とともに、ＡＴＭネット

ワーク網などの整備

を進め、お客様から

圧倒的に支持される

銀行を目指す。

　取引先企業の支援･

ＣＳ活動等を通じた

お客様との強いきず

なの醸成、地域発展

に向けた活動の実施

とともに、ＡＴＭネット

ワーク網などの整備

を進め、お客様から

圧倒的に支持される

銀行を目指す。

　各種施策・運動を

通して、一人ひとりが

進取の気風にあふれ、

高いコンプライアンス

意識を持って行動す

る組織風土への変革

を目指す。

　各種施策・運動を

通して、一人ひとりが

進取の気風にあふれ、

高いコンプライアンス

意識を持って行動す

る組織風土への変革

を目指す。

秋田銀行

　変化の激しい金融環境に対応すべく、２年間と
いう短期間のサイクルで経営計画を推進していく。

　進取の気風とスピード感を持って

環境の変化に対応し、１ランク上の

銀行へ進化する。

　進取の気風とスピード感を持って

環境の変化に対応し、１ランク上の

銀行へ進化進化する。

「輝きと存在感を持って、お客様と地域から圧倒的に支持される
とともに、地域発展に貢献できる銀行」
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収益計画および経営指標収益計画および経営指標　　
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2020～～2121年度年度経営計画経営計画

[単　体] (億　円)

(億円)

秋田銀行

19年度 20年度 21年度

決算 計画 19対比 計画 19対比

コア業務粗利益 363 367 4 383 20

うち資金利益 327 325 ▲ 2 338 11

　　役務取引等利益 38 42 4 45 7

経費 261 276 15 272 11

うち人件費 126 127 1 128 2

　　物件費 122 134 12 129 7

コア業務純益 102 90 ▲ 12 110 8

一般貸倒引当金繰入額（△） 2 ▲ 1 ▲ 3 ▲ 1 ▲ 3

臨時損益 ▲ 22 ▲ 17 5 ▲ 13 9

うち不良債権処理額(△) 24 23 ▲ 1 19 ▲ 5

経常利益 76 68 ▲ 8 93 17

当期利益 35 37 2 54 19

19年度 20年度 21年度

決算 計画 19対比 計画 19対比

コア業務粗利益 363 367 4 383 20

うち資金利益 327 325 ▲ 2 338 11

　　役務取引等利益 38 42 4 45 7

経費 261 276 15 272 11

うち人件費 126 127 1 128 2

　　物件費 122 134 12 129 7

コア業務純益 102 90 ▲ 12 110 8

一般貸倒引当金繰入額（△） 2 ▲ 1 ▲ 3 ▲ 1 ▲ 3

臨時損益 ▲ 22 ▲ 17 5 ▲ 13 9

うち不良債権処理額(△) 24 23 ▲ 1 19 ▲ 5

経常利益 76 68 ▲ 8 93 17

当期利益 35 37 2 54 19

　投信、生保の販売体制強化、
クレジットカード業務の強化など

により増加を見込む

　投信、生保の販売体制強化、　投信、生保の販売体制強化、
クレジットカード業務の強化などクレジットカード業務の強化など

により増加を見込むにより増加を見込む

次期システム移行経費により増加
（２０年度１５億円　２１年度１０億円）

次期システム移行経費により増加次期システム移行経費により増加
（２０年度１５億円　２１年度１０億円）（２０年度１５億円　２１年度１０億円）

２１年度は５０億円台に２１年度は５０億円台に２１年度は５０億円台に

２０年度：システム移行経費負担の
　　　　　発生により減少
２１年度：コア業務粗利益の増加に
　　　　　より増加

２０年度：システム移行経費負担の２０年度：システム移行経費負担の
　　　　　発生により減少　　　　　発生により減少
２１年度：コア業務粗利益の増加に２１年度：コア業務粗利益の増加に
　　　　　より増加　　　　　より増加
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法　人 個　人 地公体ほか

4.0以下

4.86

3.91

3.00

4.00

5.00

19年度 20年度 21年度

(％)

不良債権比率
<参考>部分直接償却後

預貸金予算および経営指標預貸金予算および経営指標
《《 預　金　予　算預　金　予　算 》》 《《 貸貸出出金金予予算算 》》

2020～～2121年度年度経営計画経営計画

《《 自自己己資資本本比比率率 》》 《《 不不良良債債権権比比率率 》》

秋田銀行

11.97

11.28

10.0

11.0

12.0

13.0

19年度 20年度 21年度

(％)

自己資本比率 ＴｉｅｒⅠ 12.5％程度

15

(▲240) (±0)

(+16) (+7)

(+312)
(+357)

※金融再生法開示ベース

(±0) (▲63)

(+578) (+464)

(▲273) (+11)



資金資金利益シミュレーション利益シミュレーション

基準金利の前提条件
追随率

短期ﾌﾟﾗｲﾑﾚｰﾄ
(要引上げ交渉)

80%

普通預金金利 40%

定期預金金利 60%

※短プラは追加利上げの

　都度追随
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2020～～2121年度年度経営計画経営計画

　　　　　　　 　 20年度　　　 21年度

利上げ回数　　　　　１回　　　 　 ２回

《《 資　金　利　益　計　画資　金　利　益　計　画 》》 《《 金金 利利 シシ ナナ リリ オオ 》》

メインシナリオ

118
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113
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259

-60-51
-90
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-100

0
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400

19年度 20年度(計画) 21年度(計画)

(億円)

資金利益

預金利息

有価証券利息有価証券利息

貸出金利息

秋田銀行

0.5

1.5

2.5
（％）

債券（10年新発） 無担コール翌日物

20年度 21年度

《《 運　用　利　回　り運　用　利　回　り 》》

0.26 0.30
0.44

1.98
1.811.80

2.322.162.10

1.51 1.40 1.54

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

19年度 20年度（計画) 21年度（計画)

（％）

資金運用利回り 資金調達利回り

貸出金利回り 有価証券利回り

(全店合計)



県北　５６．０％

秋田市　６１．５％

県南　４５．２％

・　秋田県内を秋田市、県北、県南に分けると、いずれの
地域においてもＮｏ.１となっており、全県シェアは５４.８％
　と高い水準である。
・　地域別に見ると、秋田市で０.６ポイント低下しているが、
これは主に県預金の減少によるものであり、県預金の
　落込みを除くと残高は順調に増加している。
・　県南では、大曲・仙北および由利本荘地区では地区別
シェアＮｏ.１となっているものの、横手・湯沢地区で県内
他行にシェアＮｏ.１の座を譲っており、今後シェア拡大の
余地は十分にある。

・　秋田県内を秋田市、県北、県南に分けると、いずれの
地域においてもＮｏ.１となっており、全県シェアは５４.８％
　と高い水準である。
・　地域別に見ると、秋田市で０.６ポイント低下しているが、
これは主に県預金の減少によるものであり、県預金の
　落込みを除くと残高は順調に増加している。
・　県南では、大曲・仙北および由利本荘地区では地区別
シェアＮｏ.１となっているものの、横手・湯沢地区で県内
他行にシェアＮｏ.１の座を譲っており、今後シェア拡大の
余地は十分にある。

県内シェアは５４．８％と高水準を維持県内シェアは５４．８％と高水準を維持

秋田市 県　北 県　南 全　県

20年３月末 61.5% 56.0% 45.2% 54.8%

19年３月末 62.1% 56.2% 45.2% 55.0%

20年３月末 28.2% 25.7% 39.5% 31.0%

19年３月末 27.5% 25.8% 39.4% 30.8%

20年３月末 7.0% 11.2% 10.9% 9.5%

19年３月末 7.0% 10.9% 11.0% 9.4%

20年３月末 3.3% 7.1% 4.3% 4.7%

19年３月末 3.4% 7.1% 4.4% 4.8%

当行

県内他行

信金・信組

県外地銀
青・・・当行　　　　赤・・・県内他行
黄黄・・・信金・信組　緑・・・県外地銀 （ニッキン　県内各店別預金速報より）

秋田県内秋田県内 地区別預金シェアの推移地区別預金シェアの推移2020～～2121年度年度経営計画経営計画
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秋田銀行



県北　５２．６％

秋田市　５５．０％

県南　４１．５％

県内シェアは５０.８％、引き続き５０％超県内シェアは５０.８％、引き続き５０％超

・　秋田県内を秋田市、県北、県南に分けると、いずれの
地域においてもＮｏ.１となっており、全県シェアは５０.８％
と高い水準となっている。
・　地域別に見ると、県北でシェアが０.７ポイント増加する
一方、県南で０.４ポイント減少しているが、これは臨時　
特例による財政融資の借換えが大きく影響している。
・　県南地区では、当行シェアと県内他行シェアの差が　　
わずか１.０ポイントと拮抗しており、今後県南地区へ　　
経営資源を傾斜配分することにより、さらなるシェア拡大
をはかる方針

・　秋田県内を秋田市、県北、県南に分けると、いずれの
地域においてもＮｏ.１となっており、全県シェアは５０.８％
と高い水準となっている。
・　地域別に見ると、県北でシェアが０.７ポイント増加する
一方、県南で０.４ポイント減少しているが、これは臨時　
特例による財政融資の借換えが大きく影響している。
・　県南地区では、当行シェアと県内他行シェアの差が　　
わずか１.０ポイントと拮抗しており、今後県南地区へ　　
経営資源を傾斜配分することにより、さらなるシェア拡大
をはかる方針

秋田市 県　北 県　南 全　県

20年３月末 55.0% 52.6% 41.5% 50.8%

19年３月末 55.5% 51.9% 41.9% 51.1%

20年３月末 33.1% 27.0% 40.5% 33.8%

19年３月末 33.2% 27.9% 40.1% 33.9%

20年３月末 6.4% 11.9% 13.8% 9.6%

19年３月末 5.9% 11.8% 13.7% 9.3%

20年３月末 5.6% 8.5% 4.2% 5.8%

19年３月末 5.4% 8.4% 4.2% 5.7%

当行

県内他行

信金・信組

県外地銀

（ニッキン　県内各店別預金速報より）
青・・・当行　　　　赤・・・県内他行
黄黄・・・信金・信組　緑・・・県外地銀

秋田県内秋田県内 地区別貸出金シェアの推移地区別貸出金シェアの推移2020～～2121年度年度経営計画経営計画

18

秋田銀行



残高ベースでは、県内が微減、県外は順調に増加
単純に利回りで比較すると県内が高いものの、利回り上昇幅は県外が上回る。

残高ベースでは、県内が微減、県外は順調に増加
単純に利回りで比較すると県内が高いものの、利回り上昇幅は県外が上回る。

地区 平　残 利回り 平　残 利回り

秋田市内 523,104 1.91 -5,881 0.20

県北 212,041 2.55 5,349 0.17

県南 213,867 2.55 282 0.16

（県内） 949,012 2.19 -249 0.18

北海道 29,999 2.08 -1,446 0.18

青森 26,816 2.50 566 0.28

岩手 9,716 2.21 -125 0.27

宮城 36,553 1.99 129 0.25

福島 36,075 2.31 -1,777 0.23

新潟 10,635 2.23 275 0.08

東京 128,896 1.25 13,731 0.40

（県外） 278,689 1.76 11,354 0.27

（全店） 1,227,701 2.10 11,104 0.20

１９年度 前年度比

・　県外の利回りは、競争の激しい東京・
　仙台が２％を切る水準となっているが、
　その他はほぼ県内と同水準
・　前年度比で見ると、スプレッド貸の　
　割合が高い東京で大幅に上昇
・　平残減少は大口のバルクの影響大、
　岩手は下半期より前年度比プラス
　転換を実現

・　県外の利回りは、競争の激しい東京・
　仙台が２％を切る水準となっているが、
　その他はほぼ県内と同水準
・　前年度比で見ると、スプレッド貸の　
　割合が高い東京で大幅に上昇
・　平残減少は大口のバルクの影響大、
　岩手は下半期より前年度比プラス
　転換を実現

・　結果的には、平残および利回りとも
　県外が資金利益増加の牽引役に
　なった。

・　結果的には、平残および利回りとも
　県外が資金利益増加の牽引役に
　なった。

貸出金マーケット別の推移貸出金マーケット別の推移2020～～2121年度年度経営計画経営計画
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秋田銀行

(注) 本部貸出を除く

・　県内は利回りが高い一方、地公体　
　向け固定金利貸出もあるため利回り
　上昇幅は県外に比べ小さい。
・　秋田市内の平残減少は県貸出の
　減少および県外への取引移管による。

・　県内は利回りが高い一方、地公体　
　向け固定金利貸出もあるため利回り
　上昇幅は県外に比べ小さい。
・　秋田市内の平残減少は県貸出の
　減少および県外への取引移管による。

(百万円、％)



◎ ビジネスマッチング

　　○ 個別の商談の仲介や北東北3行(当行・青森・岩手)による商談会開催などにより、

　　　販路拡大をはじめとするお取引先企業の発展に貢献

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※ 今年度の北東北3行合同商談会は

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　10月29日に東京で開催

◎ ビジネスマッチング

　　○ 個別の商談の仲介や北東北3行(当行・青森・岩手)による商談会開催などにより、

　　　販路拡大をはじめとするお取引先企業の発展に貢献

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※ 今年度の北東北3行合同商談会は

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　10月29日に東京で開催

◎ 会員制経営総合支援サービス「あきぎんＢｉｓｃｏｍ（ビスコム）」

　　○ 19年4月から本格稼働、会員数は約1,000先

　　○ ポータルサイトでの情報検索、商談等の機能に加え、ｅメールによる情報提供、

　　　個別の相談、会員向けイベント(セミナー・商談会)の開催などを実施

　　　　＜19年度実績＞

　　

　　○ アクセス情報は、本部と営業店が共有し、会員を相互にバックアップ

◎ 会員制経営総合支援サービス「あきぎんＢｉｓｃｏｍ（ビスコム）」

　　○ 19年4月から本格稼働、会員数は約1,000先

　　○ ポータルサイトでの情報検索、商談等の機能に加え、ｅメールによる情報提供、

　　　個別の相談、会員向けイベント(セミナー・商談会)の開催などを実施

　　　　＜19年度実績＞

　　

　　○ アクセス情報は、本部と営業店が共有し、会員を相互にバックアップ

法人部門戦略①法人部門戦略①
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　ソリューション営業の強化　　　ソリューション営業の強化ソリューション営業の強化　　

2020～～2121年度年度経営計画経営計画

◎多様な資金供給機能の提供

　　○ ＡＢＬ～信用保証協会付「流動資産担保融資保証制度」による県内初の融資枠を設定(秋田県内初)、

　　　　　　　　 専門評価会社（トゥルーバーグループホールディングス㈱）と提携基本契約を締結

　　○ ファクタリング（組成件数 4件）

◎多様な資金供給機能の提供

　　○ ＡＢＬ～信用保証協会付「流動資産担保融資保証制度」による県内初の融資枠を設定(秋田県内初)、

　　　　　　　　 専門評価会社（トゥルーバーグループホールディングス㈱）と提携基本契約を締結

　　○ ファクタリング（組成件数 4件）

18年度 19年度 20年度(計画)

商談機会の提供 193件 417件 400件

秋田銀行

情報発信 49,207件 個別相談 57件

◎ 産官学の連携を活かした企業支援

　　○ 県内２大学への技術相談取次ぎ　（18年12月の取次ぎ開始からの累計 30件）

　　○ 農林漁業金融公庫との協調による農業者向け融資スキームの取扱いを開始　

◎ 産官学の連携を活かした企業支援

　　○ 県内２大学への技術相談取次ぎ　（18年12月の取次ぎ開始からの累計 30件）

　　○ 農林漁業金融公庫との協調による農業者向け融資スキームの取扱いを開始　



≪渉外係の推進方針変更≫

◎ ここ数年は新規開拓にウエートを置いてきたが、県内マーケットシェアの高さを勘案すると、既存先の

　取引深耕がより効果的

◎ 今後は既存先との接点をより増加させ、信頼関係を一層深めることを通じ、個別先のシェアを拡大する。

≪渉外係の推進方針変更≫

◎ ここ数年は新規開拓にウエートを置いてきたが、県内マーケットシェアの高さを勘案すると、既存先の

　取引深耕がより効果的

◎ 今後は既存先との接点をより増加させ、信頼関係を一層深めることを通じ、個別先のシェアを拡大する。

法人部門戦略②法人部門戦略②
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　秋田県内におけるシェア拡大　　　秋田県内におけるシェア拡大秋田県内におけるシェア拡大　　

☆　より一層地域に密着した活動を展開し、県内預貸金シェアの拡大をはかる。☆　☆　より一層地域に密着した活動を展開し、県内預貸金シェアの拡大をはかる。より一層地域に密着した活動を展開し、県内預貸金シェアの拡大をはかる。

2020～～2121年度年度経営計画経営計画

≪本部支援機能の強化≫

◎ 業務提携による貿易・海外進出に関する支援機能の強化

◎ Ｍ＆Ａや事業承継に関する支援体制の強化

◎ 動産担保、農業関連などの融資商品の充実

≪本部支援機能の強化≫

◎ 業務提携による貿易・海外進出に関する支援機能の強化

◎ Ｍ＆Ａや事業承継に関する支援体制の強化

◎ 動産担保、農業関連などの融資商品の充実

秋田銀行

個別先シェアアップの積み重ねにより、県内シェアを拡大個別先シェアアップの積み重ねにより、県内シェアを拡大

営業店との連携を強め、お客様の幅広いニーズに対応営業店との連携を強め、お客様の幅広いニーズに対応



◎ 東京におけるシンジケートローン取組み強化

　

◎ 東京におけるシンジケートローン取組み強化

　

439 684

1,000

1,200

250

500

750

1,000

1,250

19年3月末 20年3月末 21年3月末(計画) 22年3月末(計画)

(億円)

法人部門戦略③法人部門戦略③
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　県外における貸出ボリュームの拡大　　　県外における貸出ボリュームの拡大県外における貸出ボリュームの拡大　　

☆　運用力強化の観点から、県外での貸出金ボリュームの拡大を積極的に進める。☆　運用力強化の観点から、県外での貸出金ボリュームの拡大を積極的に進める。

2020～～2121年度年度経営計画経営計画

◎ 隣県 (岩手・青森)における推進強化

　○ 盛岡法人営業部(19年5月から活動開始、人員3名)
　

　

　
　○ 青森支店（19年度増員）

　　　　事業先貸出金増加率　4.0％（19年度）

　　　　事業貸出先数　 　　 ＋13先 （19年度）

◎ 隣県 (岩手・青森)における推進強化

　○ 盛岡法人営業部(19年5月から活動開始、人員3名)
　

　

　
　○ 青森支店（19年度増員）

　　　　事業先貸出金増加率　4.0％（19年度）

　　　　事業貸出先数　 　　 ＋13先 （19年度）

◎ 福島県におけるネームバリューを活かした

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　営業の展開

　○ 郡山市・福島市への進出は昭和６年と古く、

　　地域での知名度は高い。

　　◇お取引先数

　　　　福島県 46千先　　宮城県 19千先

　○ 郡山北支店（19年度増員）

　　　　事業先貸出金増加率　1.6％（19年度）

◎ 福島県におけるネームバリューを活かした

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　営業の展開

　○ 郡山市・福島市への進出は昭和６年と古く、

　　地域での知名度は高い。

　　◇お取引先数

　　　　福島県 46千先　　宮城県 19千先

　○ 郡山北支店（19年度増員）

　　　　事業先貸出金増加率　1.6％（19年度）

◎ その他地域でも、積極的にボリュームを拡大

　し、貸出金利息収入の増加を実現する。

◎◎ その他地域でも、積極的にボリュームを拡大その他地域でも、積極的にボリュームを拡大

　し、貸出金利息収入の増加を実現する。　し、貸出金利息収入の増加を実現する。

≪東京支店シンジケート・ローン残高推移≫

◎ 東北の中心地（仙台）における融資拡大

　○ 仙台支店

　　　　事業先貸出金増加率　6.4％（19年度）と高水準

◎◎ 東北の中心地（仙台）における融資拡大東北の中心地（仙台）における融資拡大

　○ 仙台支店

　　　　事業先貸出金増加率　6.4％（19年度）と高水準

秋田銀行

19年3月実績 20年度9月(計画)

融資獲得額(累計) 10億円 20億円
新規貸出先数 25先 40先



個人部門戦略①個人部門戦略①
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2020～～2121年度年度経営計画経営計画

　個人預金・預り資産の強化　　　個人預金・預り資産の強化個人預金・預り資産の強化　　

☆ 秋田県内個人預金・預り資産残高はゆうちょ銀行を上回り、県内Ｎｏ．１

　　今後も着実な積み上げをはかり、個人取引基盤の拡大をはかる。

☆☆ 秋田県内個人預金・預り資産残高はゆうちょ銀行を上回り、県内Ｎｏ．１秋田県内個人預金・預り資産残高はゆうちょ銀行を上回り、県内Ｎｏ．１

　　今後も着実な積み上げをはかり、個人取引基盤の拡大をはかる。　　今後も着実な積み上げをはかり、個人取引基盤の拡大をはかる。

≪≪ 秋田県内　当行個人預金・預り資産と郵便貯金の推移秋田県内　当行個人預金・預り資産と郵便貯金の推移 ≫≫

秋田銀行

○ 預り資産残高の積み増しにより、県内預金･預り資産　
　合計残高は18年3月末に郵便貯金とほぼ同水準に
○ その後、預金増強にも取組んだ結果、 19年3月末に
　残高は逆転

◎ 20年度は、県職員退職金の70％が当行へ振込みと
　なるなど、好調な滑り出し

　⇒ 県内で圧倒的な個人取引基盤の確立を目指す。

○ 預り資産残高の積み増しにより、県内預金･預り資産　
　合計残高は18年3月末に郵便貯金とほぼ同水準に
○ その後、預金増強にも取組んだ結果、 19年3月末に
　残高は逆転

◎ 20年度は、県職員退職金の70％が当行へ振込みと
　なるなど、好調な滑り出し

　⇒ 県内で圧倒的な個人取引基盤の確立を目指す。

＜預り資産増加に向けた施策＞

○ 専担者のコアとなる店舗への配置

○ 研修カリキュラムの拡充

○ お客様向けセミナーの充実

○ 相談コーナーの設置拡大（30か店⇒72か店）

○ ネット販売、定時定額購入方式を導入予定

＜預り資産増加に向けた施策＞＜預り資産増加に向けた施策＞

○○ 専担者のコアとなる店舗への配置専担者のコアとなる店舗への配置

○○ 研修カリキュラムの拡充研修カリキュラムの拡充

○○ お客様向けセミナーの充実お客様向けセミナーの充実

○○ 相談コーナーの設置拡大（相談コーナーの設置拡大（3030か店⇒か店⇒7272か店）か店）

○○ ネット販売、定時定額購入方式を導入予定ネット販売、定時定額購入方式を導入予定

13,138
13,512

13,953

14,403

12,880

12,49912,36512,402

14,622

13,724

12,897

12,000

13,000

14,000

15,000

17年3月末 18年3月末 19年3月末 20年3月末

(億円)

県内個人預金＋預り資産 県内個人預金 郵便貯金

≪≪ 投資信託・個人年金保険の残高計画投資信託・個人年金保険の残高計画 ≫≫

614
920

487

605

1,250

765

10.4%

7.8%

13.3%

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

20年3月末 21年3月末(計画) 22年3月末(計画)

（億円）

投資信託 個人年金保険 （投信+保険）÷個人預金
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　ＡＴＭネットワークの拡充　　　ＡＴＭネットワークの拡充ＡＴＭネットワークの拡充　　

☆ 県内最多のキャッシュポイント、県外利便性の向上　⇒　幅広い層からの支持拡大☆☆ 県内最多のキャッシュポイント、県外利便性の向上　⇒　幅広い層からの支持拡大県内最多のキャッシュポイント、県外利便性の向上　⇒　幅広い層からの支持拡大

☆　県内合計 ３４１か所

ゆうちょ銀行の290か所を

上回る充実した

ＡＴＭネットワーク

☆　県内合計☆　県内合計 ３４１か所３４１か所

ゆうちょ銀行のゆうちょ銀行の290290か所をか所を

上回る充実した上回る充実した

ＡＴＭネットワークＡＴＭネットワーク

《《 自行手数料と同一のＡＴＭ網自行手数料と同一のＡＴＭ網 》》

当行当行 274274か所か所((うち秋田県内うち秋田県内257257か所か所))

秋田あったかネット秋田あったかネット(20(20年年66月～月～))

○○ 秋田県内の３信金・１信組との提携秋田県内の３信金・１信組との提携

○○ 秋田県内秋田県内 8484か所か所

ＡＡＩネット(12年4月～)

○ 青森銀行・岩手銀行との提携

○ 隣県を中心に約600か所

セブン銀行(19年7月～)

○ 約13,000か所

○ 全国47都道府県に設置

☆ 今秋のイーネット・ＬＡＮｓ（ローソン）との提携開始により、秋田県内でのコンビニＡＴＭの展開を実現

　　⇒　他の金融機関を圧倒するＡＴＭネットワークを確立

☆ 今秋のイーネット・ＬＡＮｓ（ローソン）との提携開始により、秋田県内でのコンビニＡＴＭの展開を実現

　　⇒　他の金融機関を圧倒するＡＴＭネットワークを確立

全全国国合合計計

約１４，０００か所約１４，０００か所

(20年4月30日現在)
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「とくだね倶楽部」の活用　「とくだね倶楽部」の活用　「とくだね倶楽部」の活用　

☆ ポイントサービスによる取引集中化・メイン層拡大☆☆ ポイントサービスによる取引集中化・メイン層拡大ポイントサービスによる取引集中化・メイン層拡大

ｸﾚｼﾞｯﾄ一体型ICｷｬｯｼｭｶｰﾄﾞ

「Ｏｎｌｙ Ｏｎｅ」取扱開始（19年４月～）

・ 東北地銀初の銀行本体発行

・ 初年度実績　約32,000枚　

　クレジットカード業務の展開　　　クレジットカード業務の展開クレジットカード業務の展開　　

○ 本体・関連会社トータルでの会員数・利用額増加に
　より、グループ全体での収益極大化を目指す。

○ 本体・関連会社トータルでの会員数・利用額増加に
　より、グループ全体での収益極大化を目指す。

☆ クレジットカード本体発行による取引メイン化の推進☆☆ クレジットカード本体発行による取引メイン化の推進クレジットカード本体発行による取引メイン化の推進

《《 当行グループのクレジットカードの状況当行グループのクレジットカードの状況 》》

○ 年会費・ＡＴＭ手数料無料などの特典により、銀行

　取引と一体化した取引メイン化を推進

○ 年会費・ＡＴＭ手数料無料などの特典により、銀行

　取引と一体化した取引メイン化を推進

秋田銀行

相
互
メ
リ
ッ
ト

相
互
メ
リ
ッ
ト

○ 取引内容により付与されるポイントに応じ、４つの

　ステージを設定

○ ステージが上がる毎に各種優遇が増加

○ 取引内容により付与されるポイントに応じ、４つの

　ステージを設定

○ ステージが上がる毎に各種優遇が増加

《《 サービス内容サービス内容 》》

○ お客様はＡＴＭをはじめとする各種手数料・

　 ローン金利の優遇を享受

○ お客様はＡＴＭをはじめとする各種手数料・

　 ローン金利の優遇を享受

○ 当行は取引集中化やメイン層の拡大により、

　 営業基盤を一層強固に

○ 当行は取引集中化やメイン層の拡大により、

　 営業基盤を一層強固に

140 149
166

200

250

142
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169 174

100
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300

17年度 18年度 19年度 20年度(計画) 21年度(計画)

(億円)

100

120

140
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180
(千人)

ｼｮｯﾋﾟﾝｸﾞ利用額

会員数



189

3,109

3,077

3,137

183

197

0 .7%0 .7%

-0 .3%

2,600

2,800

3,000

3,200

3,400

20年3月末 21年3月末(計画) 22年3月末(計画)

-1.0%

0.0%

1.0%

2.0%

3.0%

住宅ローン その他ローン 個人ローン伸び率
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　個人ローンの推進　　　個個人人ロローーンンのの推推進進　　

☆ 個人ローンプラス転換に向けた施策

　○ 個人ローンセンター（県南・県北）の日曜営業開始

　○ “速決名人”(19年10月)などお客様のニーズに

　　合わせた商品の投入

　○ 地銀住宅ローン共同研究会への参加

☆☆ 個人ローンプラス転換に向けた施策個人ローンプラス転換に向けた施策

　○ 個人ローンセンター（県南・県北）の日曜営業開始

　○ “速決名人”(19年10月)などお客様のニーズに

　　合わせた商品の投入

　○ 地銀住宅ローン共同研究会への参加

《《 個人ローン残高・伸び率推移個人ローン残高・伸び率推移 》》

秋田銀行

○　個人ローン残高が伸び悩む中、住宅ローン

　の金利選択長期化、ミドルレートローンの推進

　により利回りは上昇しており、利息実収は増加
　 基調にある。

○　個人ローン残高が伸び悩む中、住宅ローン

　の金利選択長期化、ミドルレートローンの推進

　により利回りは上昇しており、利息実収は増加
　 基調にある。

《《 個人ローンの貸出金利息実収・利回り個人ローンの貸出金利息実収・利回り 》》

3,274
3,320

3,298

(億円)
(億円)

プラス転換プラス転換

を目指すを目指す

65.4

66.2

71.7

16.7

17.3

17.2

2.53%

2.55%

2.71%

50

60

70

80

90

100

17年度 18年度 19年度

2.50%

2.55%

2.60%

2.65%

2.70%

2.75%

住宅ローン利息 その他ローン利息 個人ローン利回り

83.482.1

88.9



有価証券運用の強化有価証券運用の強化

≪感応度およびデュレーションの推移≫≪感応度およびデュレーションの推移≫

　☆　有価証券利息・配当金は今後も１００億円以上の確保を目指す。
　　＜具体的な取組み＞
　　○　短期資金の効率化による長期運用へのシフト（２００億円）

　　○　投資信託による運用を引き続き強化

　☆　有価証券利息・配当金は今後も１００億円以上の確保を目指す。
　　＜具体的な取組み＞
　　○　短期資金の効率化による長期運用へのシフト（２００億円）

　　○　投資信託による運用を引き続き強化

≪評価損益推移≫≪評価損益推移≫≪有価証券残高および構成比≪有価証券残高および構成比((取得原価ベース取得原価ベース))≫≫
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平成２２年５月に、ＮＴＴデータが運営する「地銀共同センター」へ移行予定平成２２年５月に、ＮＴＴデータが運営する「地銀共同センター」へ移行予定

目　的目　的

○ 参加行との按分によるシステム関連費用の削減（１０年間合計で７３億円）

○ 柔軟性の高いシステムであり、商品開発の迅速化が可能

○ システム面のみならず各種法令改正への共同研究による負担軽減、あるいは共同商品

　（例　投資信託）の販売など、経営力の強化がはかられる。

○ 参加行との按分によるシステム関連費用の削減（１０年間合計で７３億円）

○ 柔軟性の高いシステムであり、商品開発の迅速化が可能

○ システム面のみならず各種法令改正への共同研究による負担軽減、あるいは共同商品

　（例　投資信託）の販売など、経営力の強化がはかられる。

行内の移行体制行内の移行体制

経営企画部
次期システム移行推進室

システム部
システム移行チーム

事務統括部
事務移行チーム

各部（移行推進責任者、担当者）

次期システム移行
プロジェクトチーム

・月１回開催
・方針の決定
・進捗状況管理

担当者２２名

≪システム関連費用の推移見込み≫
（億円）

今中計期間中は
移行費用の発生
により増加

２３年度以降は共同化
による効果が表れ
現行比削減の見込み

（年度）

次期システム経営会議

現行システム
費用（平均）



損益の状況

・第１・四半期は株式市場の上昇基調を受け続伸、６月に最高値(625円)を記録した。
・その後はサブプライムローン問題の影響などによる株価下落を受け、徐々に値を下げ
３月に最安値(415円)を記録、年度終値は454円となった。

・・第１・四半期は株式市場の上昇基調を第１・四半期は株式市場の上昇基調を受け続伸、受け続伸、６月６月にに最高値最高値(625(625円円))をを記録記録した。した。
・その後・その後はサブプライムローン問題の影響などによる株価はサブプライムローン問題の影響などによる株価下落を下落を受け、徐々に値を下げ受け、徐々に値を下げ
３月に最安値３月に最安値(415(415円円))を記録、年度を記録、年度終値は終値は454454円となった。円となった。

年　月 売　買　高 時間外売買 高値 安値 終値 日経平均

19年４月 6,697 3,335 609 571 585 17,400

５月 5,493 1,160 600 576 599 17,875

６月 5,710 1,102 625 582 600 18,138

７月 6,455 3,069 617 555 575 17,248

８月 4,588 236 582 475 518 16,569

９月 3,117 175 521 460 502 16,785

10月 4,351 409 559 473 528 16,737

11月 5,814 400 560 468 560 15,680

12月 4,243 236 579 509 512 15,307

20年１月 6,257 267 521 444 521 13,592

２月 4,804 329 537 442 448 13,603

３月 4,250 452 470 415 454 12,525

資本資本政策①政策①
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秋田銀行



損益の状況

当　期
純利益

配当額
配　当
性　向

自己株
買付額

株　主
還元率

平成１１年度 4,356 1,238 28.4% 1,695 67.3%

平成１２年度 2,442 1,010 41.4% 1,227 91.6%

平成１３年度 -9,583 1,000 -10.4% 844 -19.2%

平成１４年度 3,429 993 29.0% 379 40.0%

平成１５年度 4,569 991 21.7% 0 21.7%

平成１６年度 4,156 987 23.7% 799 43.0%

平成１７年度 4,836 1,083 22.4% 659 36.0%

平成１８年度 4,945 1,172 23.7% 0 23.7%

平成１９年度 3,461 1,166 33.7% 1,120 66.1%

平均 2,512 1,071 42.6% 747 72.4%

(１３年度除く) 4,024 1,080 26.8% 735 45.1%

　　　　　　　　　　　　　　　　 　≪　当　行　の　基　本　方　針　≫

○配当額については、安定配当の維持を基本に、当期利益水準を勘案し検討する。

○自己株式取得については、１株あたり株主資本の増加を目標に、今後とも検討を進める。

○引き続き高い株主還元率の維持を目指す。

　　　　　　　　　　　　　　　　 　≪　当　行　の　基　本　方　針　≫≪　当　行　の　基　本　方　針　≫

○配当額については、安定配当の維持を基本に、当期利益水準を勘案し検討する。

○自己株式取得については、１株あたり株主資本の増加を目標に、今後とも検討を進める。

○引き続き高い株主還元率の維持を目指す。

資本政策②資本政策②
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≪　株　主　還　元　の　推　移　（１１ 年 度　以　降）　≫

１１年度から１９年度までの

自己株消却累計

１，５１１万株

１１年度から１９年度までの１１年度から１９年度までの

自己株消却累計自己株消却累計

１，５１１万株１，５１１万株

(金額単位：百万円)

１９年７月２４日
　ＴｏＳＴＮｅｔ－２による自己株取得を
実施
　（取得結果：単価５８４円、
　　　　　　　　 　株数１９１.９万株）
　⇒ ３月に２００万株の消却を実施

１９年７月２４日
　ＴｏＳＴＮｅｔ－２による自己株取得を
実施
　（取得結果：単価５８４円、
　　　　　　　　 　株数１９１.９万株）
　⇒ ３月に２００万株の消却を実施

秋田銀行



秋秋 田田 銀銀 行行 会会 社社 説説 明明 会会　　

　本資料には、将来の業績にかかわる記述が含まれています。これ
らは、その内容を保証するものではなく、経営環境の変化等による

リスクや不確実性を内包することにご留意ください。


